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序     文 

 

 この報告書は、独立行政法人国際協力機構帯広国際センターが 2016 年度から開始された課題別研

修「バリューチェーンの整備を通じた農村振興（農畜産物の付加価値向上）」の研修成果、及び、関

連情報を調査するために、2017 年 2 月 26 日から 3 月 9 日までの 12 日間、インドネシア共和国とミ

ャンマー連邦共和国に調査団を派遣した結果を取りまとめたものです。 

 調査団は、帰国研修員からの聞き取り調査等を通じて研修成果と課題の把握に取り組むとともに、

関連機関との協議や関連施設の視察を通じて、当該分野の現状・ニーズ・展望の調査を行いました。 

 本調査結果を受け、同研修がより実践的かつ効果的な内容に調整され、対象国のバリューチェーン

構築支援により一層のインパクトをもたらすことを期待いたします。 

 なお、今回の調査業務にあたりご協力を頂いた帯広畜産大学の手塚雅文教授をはじめ、関係者の皆

様に対し心から感謝の意を申し上げます。 

 

 平成 29年 6月 

 

独立行政法人国際協力機構 

北海道国際センター（帯広）代表 遠藤 浩昭 
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第１章 調査の概要 

 

１－１ 背景・目的 
 農畜産物の生産、加工、流通、販売などの観点から、地域の人的資源や自然資源を活用し、農畜産

物のバリューチェーンを整備することは、生産物の高付加価値化だけでなく、多くの途上国が直面す

る食糧自給能力の低下、都市貧困層の増加、農業を基盤とした地域社会の衰退といった問題の軽減策

としてもニーズが高まっている。 

 課題別研修「バリューチェーンの整備を通じた農村振興（農畜産物の付加価値向上）」は、バリュ

ーチェーンの計画・構築・管理能力強化をめざし、農畜産振興を行う関連機関の主任クラス以上を対

象に 2016年度から開始されたコースである。 

 同調査の目的は、研修員との面談や活動視察を通じて、帰国後の活動状況・成果・課題を把握し、

今後の活動に必要な提言・アドバイスを行うこと、また、関係者へのヒアリングや関連施設の視察を

通じ、当該分野の現状、課題、展望、ニーズについて情報収集を行い、次年度以降の研修プログラム

改善に役立てることである。 

 また、「持続的農村開発のための畜産振興」コース（2010〜2015年度実施）は、畜産に特化した案

件であるが、本コースの前身であり、本コース同様、多角的な視点からの改善計画策定を目的として

いる。同コース研修員の活動をフォローすることは、彼らの活動状況把握とサポートに加え、本コー

スの改善にとっても有益と考えるため、今回の調査対象とする。 

 

１－２ 調査対象国 

 インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）及び、ミャンマー連邦共和国（以下、「ミャ

ンマー」と記す）。 

＜選定理由＞ 

 当該国は、同研修の主管部である農村開発部がフードバリューチェーン協力の中心地域と位置づ

ける ASEAN 諸国に属し、本研修及び前身コースに参加者を出している。また、ASEAN 諸国のなか

でも経済成長が進んでいるインドネシアと、後進のミャンマーの両国をみることで、幅広い情報を得

ることができる。 

 さらに、インドネシアでは、フードバリューチェーンの改善を目的とした JICA 技術協力プロジェ

クトが実施されており、同プロジェクトを視察することで、JICA 協力の現状とニーズを把握するこ

とができる。以上の観点から、当該国を選定するに至った。 

 

１－３ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所属・役職 

① 総 括 手塚 雅文 帯広畜産大学教授 コースリーダー 

② 研修計画 杉田 帆奈美 帯広畜産大学 職員 

③ 研修計画 近藤 直 JICA北海道国際センター（帯広）職員 
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１－４ 調査期間及び日程 

日順 日 付 時刻 用 務 宿泊地 

1 2月 26日 日  移動（帯広発→羽田着） 東京 

2 2月 27日 月 10:15 

16:10 

移動（羽田発/NH855） 

（ジャカルタ着） 

ジャカルタ 

3 2月 28日 火 11:00 

15:00 

JICAインドネシア事務所 表敬・意見交換 

農業省 畜産・家畜衛生総局事務局 企画課 

帰国研修員活動状況及び関連情報の聞き取り調査 

コースリーダーのセミナー 

ジャカルタ 

4 3月 1日 水 10:30 

 

14:00 

 

15:30 

農業省 畜産・家畜衛生総局 企画部、園芸産物加

工・関連情報の聞き取り調査 

農業省 園芸総局  

帰国研修員活動状況及び関連情報の聞き取り調査 

農業省 国際協力局 関連情報の聞き取り調査 

ジャカルタ 

5 3月 2日 木 7:00 

10:00 

 

14:00 

15:00 

16:00 

17:00 

移動（ジャカルタ→チアンジュール） 

チアンジュール県 JICAプロジェクトサイト 野菜

集荷場 STA（Sub Terminal of Agriculture）視察 

同プロジェクト農家グループ視察 

移動（チアンジュール→パダララング） 

パダララング屠畜場視察 

移動（パダララング→レンバン） 

レンバン 

6 3月 3日 金 11:00 

 

13:00 

14:30 

16:00 

18:00 

西ジャワ州 食品安全保証・家畜局 

関連情報の聞き取り調査 

ブリーディングセンター視察 

移動（レンバン→パダララング） 

牛乳メーカー Ultra Milk視察 

移動（パダララング→ジャカルタ） 

ジャカルタ 

7 3月 4日 土 14:30 市場・スーパーマーケット等関連施設視察 ジャカルタ 

8 3月 5日 日 9:40 

13:10 

17:20 

19:20 

移動（ジャカルタ発/GA0866） 

（バンコク着） 

移動（バンコク発/PG0721） 

（ネピドー着） 

ネピドー 

9 3月 6日 月 9:10 

 

11:30 

14:40 

 

15:30 

農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局 

帰国研修員活動状況聞き取り調査 

同局、集乳場視察 

Ye Zin 獣医科学大学 

表敬・コースリーダーのセミナー 

移動（ネピドー→ヤンゴン） 

ヤンゴン 

10 3月 7日 火 7:00 

14:40 

 

 

17:00 

移動（ヤンゴン→チャンギン） 

農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局 チャンギ

ン郡区事務所 帰国研修員活動状況及び関連情報の

聞き取り調査 活動現場視察 

移動（チャンギン→ヒンタダ） 

ヒンタダ 

11 3月 8日 水 11:30 

 

16:30 

22:10 

ヒンタダ地区 農業・家畜・灌漑省 牛乳加工施設

視察 

JICAミャンマー事務所 表敬・活動報告 

移動（ヤンゴン発/NH814） 
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12 3月 9日 木 6:45 

12:15 

13:50 

（成田着） 

移動（羽田発/NH4765） 

帯広着 

 

 

１－５ 主要面談者 

 （1）インドネシア 

1）農業省 畜産・家畜衛生総局 

Mr. GANDJARNEGARA Pamor（企画・予算担当）＊帰国研修員 

Ms. Yuliana Susanh（企画課職員） 

Mr. Ian Sopian（企画課職員） 

Mr. Beni Herawan（企画課職員） 

Ms. Asep Surachman（企画課職員） 

 

2）農業省 畜産・家畜衛生総局 企画部、園芸産物加工・流通部 

Ms. Tjahjani Widiastuti（加工・流通部長） 

Ms. Novi Suprihatin（非食品課長） 

Ms. Tika Karhka（加工・流通部職員） 

Ms. Yuliana Susanh（加工・流通部職員） 

Ms. Reno Sari（加工・流通部職員） 

 

3）農業省 園芸総局 

Mr. Sukarman（局長） 

Mr. Eryk Barlianto（園芸産物加工・流通担当官）＊帰国研修員 

 

4）農業省 国際協力局 

Mr. Ade Candradijaya（副局長） 

 

5）チアンジュール県（JICA「官民協力による農産物流通プロジェクト」実施地域）野菜集荷場

STA（Sub Terminal of Agriculture） 

Mr. Tanaka Shunsuke（Project Staff） 

Mr. Nishimura Tsutomu（Team Leader） 

 

6）パダララング 屠畜場 

Mr. Arif Hidayat（家畜局職員） 

Mr. Doni Setiawan（屠畜場長） 

 

7）西ジャワ州 食品安全保証・家畜局 

Mr. Dody Firman Nugraha（局長） 
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8）ブリーディングセンター 

Ms. Mita Rukmitasan（センター職員） 

 

9）Ultra Milk（牛乳メーカー） 

Mr. M. Muhthasawwar（工場長）  

Mr. Haryanto Hendranata（ジェネラルマネジャー） 

  

10）JICAインドネシア事務所 

Ms. Dinur Krismasari（次長） 

Ms. Sri Widyastuti（Program Officer） 

菊池 匡（企画調査員） 

  

 （2）ミャンマー 

1）農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局、集乳場 

Mr. Ye Aung Ko（家畜繁殖・獣医局 副獣医官）＊帰国研修員 

 

2）農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局 チャンギン郡区事務所 

Dr. Maung Win（郡区担当獣医官）＊帰国研修員 

 

3）ヒンタダ地区 農業・家畜・灌漑省 牛乳加工施設 

Ms. Than Than Mu（ヒンタダ地区 事務所長） 

Ms. Phyu Sin Thet（ヒンタダ地区事務所 副所長） 

Ms. Naw Sabrina Aye（ヒンタダ地区事務所 副所長） 

 

4）JICAミャンマー事務所 

岩井 伸夫（次長） 

徳重 佳史（企画調査員） 
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第２章 調査結果 

 

２－１ 帰国研修員の活動状況 

 研修員の研修成果のアウトプット及び帰国後の活動状況を確認するべく、当該研修員と面談を行

った。事前に実施したアンケート内容等も踏まえた研修員の帰国後の主な活動状況等は以下のとお

り。 

 

２－１－１ Mr. GANDJARNEGARA Pamor（インドネシア） 

・参加研修コース：2016年度バリューチェーンの整備を通じた農村振興コース 

・役職：農業省 畜産・家畜衛生総局事務局 企画課 企画・予算担当 

・アクションプランのテーマ：パームオイル農園での肉牛肥育プロジェクトにおける効率的な資源

活用 

・面談日時：2月 28日 15:00〜16:00 

・面談場所：農業省 畜産・家畜衛生総局事務局 

 

（1）活動状況 

・帰国後、報告会を実施し、同僚約 25 名に研修で学んだこと、及び、作成したアクションプ

ランの共有を行った。 

・アクションプランでは、生産現場での副産物活用に注目し、その有効活用のための計画を立

てた。具体的には、パームオイル農園から出るパームヤシの残渣や下草などを効果的に肉牛

の飼料として活用し、また、肉牛の糞尿をパームヤシの肥料として有効活用する流れ（バリ

ューチェーン）を構築する計画である。 

・同アクションプランは、2年前から当局の事業として実施されているパームオイル農園での

肉牛肥育プロジェクトのなかで活用されている。 

・他方、現時点ではヤシの葉や下草を細かく刻んで飼料にするという程度の、簡単な技術導入

にとどまっている。 

・具体的な内容についてすぐに例を挙げるのは難しいが、日本の研修で学んだことは、自身の

業務のなかで生かされていると感じている。副産物や廃棄物を有効活用した近代的な家畜

飼育システムや、糞尿を活用したバイオガスプラントは、将来的に非常に役立つ技術だと評

価している。 

 

（2）活動における問題点 

・現在、スマトラ島、カリマンタン島をデモファームとして上記プロジェクトを実施している

が、パームオイル農家の理解が得られないケースがある。一部の農家は、ウシがパームヤシ

に害を与えると考えている。 

・また、当局としては、同プロジェクトを通じて、肉牛肥育に携わる農民の組織化を進めたい

と考えているが、彼らをグループとして機能させることに難しさを感じている。同プロジェ

クトのために支援した資金や資材（ウシ）が、結局は個人の所有物になってしまうケースも

ある。 
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・また、今般、政府の方針が変わり、今年度は同プロジェクトではなく、乳牛の人工授精に軸

足を置いた農民支援を展開することになった。そのため、同プロジェクトへの今年度予算は

ストップされることになった。 

 

（3）コースリーダーからの助言 

・中断されしまったプロジェクトと、新たに実施されるプロジェクトを組み合わせることを検

討してはどうか。具体的には、人工授精で乳牛同士を掛け合わせるのではなく、乳牛に肉牛

の種を受精させ、生まれた子牛をパームオイル農園の肉牛として肥育すれば、より質の高い

肉牛の生産が期待できる。 

・またコースリーダーとの面談を通じて、「プロジェクトを成功させるためには、教育を通じ

た農民の意識改革が必要なこと」が、気づきとして確認された。具体的には、農民が小さい

儲けで満足してしまうのではなく、農業をビジネスとして考えられるような意識をもたせ

ることが重要となる。 

 

（4）その他 

・同面談に同席していた他コースの JICA 研修経験者からは、「帰国研修員のアクションプラ

ンをフォローする今回のような調査は、活動サポートのみならず、今後のつながりを保つう

えにおいても非常に重要な機会となる」とのコメントが聞かれた。 

・別途予定されていた上司との面談は、急きょ、同氏が他の業務で退席することになったため、

実施できなかった。 

 

活動の説明を行う Pamor帰国研修員 
 

帰国研修員職場同僚とともに全体写真 

 

２－１－２ Mr. Eryk Barlianto（インドネシア） 

・参加研修コース：2016年度バリューチェーンの整備を通じた農村振興コース 

・役職：農業省 園芸総局 園芸産物加工・流通担当官 

・アクションプランのテーマ：豆腐製造の副産物を活用した農家の収入向上 

・面談日時：3月 1日 14:00〜14:30 

・面談場所：農業省 園芸総局 
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（1）活動状況 

・帰国後、局長はじめ上層部の 4名に対し活動報告を行った。日本で学んだことや作成したア

クションプランは高く評価された。また、日々の業務を通じて、同僚たちにも日本での学び

を共有している。 

・アクションプランでは、インドネシアで需要が高く、生産も盛んな豆腐の副産物・廃棄物の

活用を通じたバリューチェーン構築計画を立てた。 

・他方、現在、当局の優先課題は、近年、高騰するトウガラシとタマネギの価格抑制を目的と

した、同作物の生産量増加に焦点が絞られているので、アクションプラン実現への取り組み

は進んでいない。 

・他方、副産物や廃棄物を活用するサイクルを構築し、生産物の価値を高めるという考えは、

トウガラシとタマネギの業務のなかでも生かせるはずなので、今後、ぜひ取り組んでいきた

いと考えている。 

・現在、インドネシアで実施中の JICA技術協力プロジェクト「官民協力による農産物流通シ

ステム改善プロジェクト」のカウンターパートとしての位置づけではないが、今の任務がひ

と段落した時点で、同プロジェクトをサポートする立場で働きたいと考えている。 

・研修期間中にアクションプランを作成することは、日本で得た知識や経験を実行に移すうえ

において、大変有益だと考える。 

・日本での研修を通じて学んだことはすべて有用であり、生産物（特に蔬菜類）のマーケティ

ングに関する知見は、現在の活動に生かされている。 

 

（2）その他 

 研修員の上司からは、研修参加について、以下のコメントがあった。 

・Mr. Eryk の研修参加及び作成されたアクションプランはポジティブに評価している。 

・今後、もっとこのコースに参加者を出したいと考えている。 

・Mr. Eryk は現在、上記 JICA 技術プロジェクトの担当者ではないが、将来的にはプロジェ

クトをサポートする立場で働けるよう調整を進める考えである。 

・JICA 技術協力プロジェクトとのシナジーが期待できる人材を研修に参加させるという考

えには、大いに賛同する。 

・研修員には、安全で新鮮な農産物を、より簡易な方法で栽培する技術を学んできてもらい

たい。 
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Eryk帰国研修員（右）への聞き取りの様子 廃棄物の有効活用に取り組みたいと語る
Eryk帰国研修員（左）。JICAプロジェクト
サイトの野菜廃棄物をバックに 

 

２－１－３ Mr. Ye Aung Ko（ミャンマー） 

・参加研修コース：2016年度バリューチェーンの整備を通じた農村振興コース 

・役職：農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局 副獣医官 

・アクションプランのテーマ：輸出向けヤギの流通改善を通じた農家の所得向上 

・面談日時：3月 6日 9:10〜10:20 

・面談場所：農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局 

 

（1）活動状況 

・帰国後、研修報告書を局長に提出したほか、局長はじめ上層部の 6名に対し活動報告を行っ

た。日本で学んだことや作成したアクションプランはポジティブに評価された。 

・アクションプランでは、昨年からヤギの輸出が認可された機会をとらえ、生産者が中間業者

を通さずに出荷できるようなシステムの構築を計画した。具体的には、生産者を組織化し、

輸出業者と直接交渉できるシステムをつくることで、生産者により多くの利益が落ちると

いう計画である。 

・ヤギ飼育農家の組織化を図るため、農家とのコンタクトも開始している。 

・現在、500～1,000 頭のヤギを飼育する大規模農家、7～8 名とコンタクトしており、同グル

ープをコアグループとして位置づけたいと考えている。将来的には、20～30頭、もしくは、

3～5頭を飼育する小規模農家も参加できるような組織にできればよいと考えている。 

・他方、現在は、予算関連の仕事が繁忙期なので、なかなか村に行けない状況でもある。 

・輸出先は今のところ中国だけだが、アラブ首長国連邦（UAE）への輸出についても話が持ち

上がっている。 

・ヤギは屠畜せずに、生体のままで出荷している。 

・リサイクルセンターの活用など、技術の違いですぐには導入できないこともあったが、日本

の研修で学んだことは、すべて有益であった。 

・特にプロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）などの問題分析手法は、現在担当して

いる調達業務を実施するうえにおいても役立っている。 

 



 －9－ 

（2）活動における問題点 

・良い飼料を確保することが難しい。そのため、ヤギの見た目が悪く、今のままでは UAE へ

の出荷基準を満たさない。衛生面においても、改善の余地がある。また、小規模農家は中間

業者に安く売らざるを得ないのが現状である。 

 

（3）コースリーダーからの助言 

・飼料の確保については、ビール工場から出るビール滓などが質の高い飼料となり得るので、

検討してみてはどうか。 

・ヤギの見た目を改善するためには、出荷前に集中的に良い環境で飼い、良い状態に仕上げる

という手法もある。出荷前の集中飼育システムに小規模農家も参加できるようになれば、小

規模農家も中間業者を介さずにヤギを販売できるようになる可能性もある。 

・インドネシアやマレーシアなど、成長が進む ASEAN諸国のイスラムの国では、ヤギ肉に対

する需要が今後高まってくることが予想されるので、それらの国もターゲットとして検討

してはどうか。 

・また、生体ではなく、肉に加工したものを製品として出荷できるようになれば、品質管理も

容易になり、見た目の問題もクリアできると思うので、今後、加工肉を出荷できるようにな

るための体制を整えていってはどうか。 

 

（4）その他 

・今後の研修コース改善の提案として、「屠畜場の視察」、また、参加すべき人材の提案として

「現場の獣医」という意見が聞かれた。 

 

活動の説明を行う Ko帰国研修員 

 

帰国研修員職場入口にて全体写真 

 

２－１－４ Dr. Maung Win（ミャンマー） 

・参加研修コース：2013年度持続的農村開発のための畜産振興コース 

・役職：農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局 チャンギン郡区担当獣医官 

・アクションプランのテーマ：ミルクチェーンの改善 

・面談日時：3月 7日 14:40〜16:40 

・面談場所：農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局 チャンギン郡区事務所 
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（1）活動状況 

・帰国後、研修成果の報告として報告書を上司に提出した。同僚に対しては、個別に情報を共

有した。人数は 20 名くらい。また、タイの援助で行われた水牛増加プロジェクトのワーク

ショップに参加したときに、日本での経験を参加者に共有した。その他、巡回時に農家と情

報を共有した。 

・アクションプランでは、ミルクチェーンの改善に向けて、生産レベルではサイレージ普及や

効率的な技術普及・低金利ローン等を見据えた農民組織化、流通レベルでは牛乳の品質管理、

消費レベルでは牛乳消費意識の醸成や牛乳需要の増加を見据えた学校ミルクプログラムの

実施等を計画した。 

・サイレージ作りについては、約 3軒の農家が取り組んでいるがまだ実験レベルである。3週

間の熟成期間をもつことが手間だという意見も聞かれる（同郡区でウシを飼っている農家

は 25名程度）。 

 雨期になると大量の草が生える島があるので、この草をサイレージにできるか実験する予

定。 

・農民の組織化については、2014年に畜産農家約 25名を集めて話し合いの場をもち、紙面上

では代表者なども決められたが、その後具体的な活動には発展していない。組織化のための

予算がつかなかったこと、人員不足でグループの活動フォローができなかったこと、組織活

動に関心をもたせることができなかったこと等が原因と思われる。 

・学校ミルクプロジェクトは、研修に参加する前からアイデアはあったが、具体的な行動に移

したのは、日本での研修を受けたあと。しかし国からの予算がついておらず、地域住民有志

による寄付金で実施されているため、定期的な実施はできていない。 

・牛乳の品質管理としては、日々流通する牛乳の検査はできていないが、学校ミルクプロジェ

クトのなかで、問題がありそうな牛乳に対しては、検査を実施している。他方、適切な検査

が実施できる都市までの距離は約 140マイル（約 224㎞）と離れている。一方で、当地区で

は牛乳の生産・流通量も、その消費量も少ないので、販売者と購入者は顔見知りであり、質

の悪い生産物が販売されて問題になるというケースは少ない。 

・農家巡回時に、日本で学んだ清潔な環境での飼育や搾乳の重要性について、農家に説明して

いる。 

・もう一度研修を受ける機会があれば、牛乳消費を習慣づけさせるための手法について学びた

い。 

・日本の研修では多くの有用な知見を学ぶことができたが、日本で作成したアクションプラン

を現場で実践に移すのは難しい。他方、研修理解を深めるという意味においては、アクショ

ンプラン作成は有効である。 

 

（2）コースリーダーからのコメントと助言 

・ミャンマーでは人口も増えていて、都市に住む人も増えてきている。都市に住む人々は所得

が増える傾向にあるので、今後、牛乳の需要は必ず増える。近隣のインドネシアやマレーシ

アなどでの需要増加もあるので、それらの需要に応えるために、この地域でやるべき仕事も

必ず増える。ぜひ頑張ってもらいたい。 

・その他、近隣の畜産農家視察時に、畜舎の衛生管理等について、コースリーダーからアドバ
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イスが行われた。 

 

 

Win帰国研修員（中央）への聞き取りの様子 

 

 
Win帰国研修員（左）の担当農家で、改善点に
ついて助言を与えるコースリーダー（中央） 

 

２－２ 当該国の農畜産業の現状と課題 

 帰国研修員の所属機関、及び関連施設を視察・訪問し、それぞれの現状と今後の課題について聞き

取り調査を行った。調査内容は以下のとおり。 

 

２－２－１ インドネシア調査結果 

●2月 28日（火） 

（1）JICA インドネシア事務所 

時 間：11:00～11:30 

面談者：Ms. Dinur Krismasari（次長） 

Ms. Sri Widyastuti（Program Officer） 

菊池 匡（企画調査員） 

 

 JICA インドネシア事務所を表敬訪問し、関連情報の聞き取り調査を行った。 

・近年ではインフラ整備に重点を置いた政策を展開してきたが、政権が代わり、再び社会開発

や農業教育に力を入れ始めている。 

・2009年からは国の予算の 30％を地方自治体に割り振るなど、地方分権化が進んでいる。 

・都市間の商品の価格が大幅に異なる（ジャワでは他の都市の約 3倍の価格）ため、国内の価

格の差を縮小していく必要がある。 

・生産者の多くは商品を安い値段で取引しなければならないのが現状。 

・都市が急速な発展を遂げ、伝統的な市場と現代的な市場が混在している状況。伝統的なシス

テムを維持しつつ洗練された市場を構築していくことが重要。 

 その他（調査出発前の TV会議での聞き取り内容） 

・都市化が進み、地方との格差が拡大している。生産よりも加工に力を入れる傾向に変化しつ

つあり、農業人口は現在 36％で減少傾向にある。 

・安定的に野菜を提供できていない（日系のレストラン等）ため、求められる野菜を供給する
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ための支援が必要。 

・乳製品の消費量は増加しており、国内で乳を生産する必要性が高まっている。 

 

ブリーフィングの様子 

 

説明を行う Dinur次長（中央） 

 

（2）農業省 畜産・家畜衛生総局事務局 企画課 

時 間：15:00～16:00 

面談者：Mr. GANDJARNEGARA Pamor（企画・予算担当）＊帰国研修員 

Ms. Yuliana Susanh（企画課職員） 

Mr. Ian Sopian（企画課職員） 

Mr. Beni Herawan（企画課職員） 

Ms. Asep Surachman（企画課職員） 

その他農業省職員 

 

 2016年度コースの帰国研修員（Mr. GANDJARNEGARA Pamor）の所属先である農業省 畜産・

家畜衛生総局を訪問し、関連情報の聞き取りを行った。 

・肉牛生産に注目が集まり、乳牛の生産が肉牛ほど活発ではない。 

・農業大臣が交代すると方針が都度変化するため、継続的に計画を進めることが難しい。 

・インドネシアは多数の島で構成されており、各島で文化が異なる。そのため、一括して同様

の計画を当てはめることが難しい。それぞれの島の文化、条件に合った計画を考える必要が

ある。ただ、将来的には統一されたシステムを導入していきたい。 

・農家の意志が固く、自身が伝統的に行ってきた生産方法を簡単に変えようとしないため、新

しい政策が広く浸透しづらいのが現状。今後農家の考え方をどう変えていくかが重要とな

る。 

・酪農家グループごとにウシを配分し、グループで経営を行ってほしいというのが政府の方針

だが、実際には配分されたウシを各農家で個別に引き取ってしまうため、酪農家の組織化が

進んでいない。より長期的な視野で経営を行えるよう酪農家の意識改革を行う必要がある。 

 

 聞き取り調査後、職員を対象とした手塚コースリーダーによる講義が行われた。内容は２－３

に記載する。 
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農業省職員との意見交換 

 
コースリーダーによる講演 

 

●3月 1日（水） 

（1）農業省 畜産・家畜衛生総局 企画部、園芸産物加工・流通部 

時 間：10:30～13:30 

面談者：Ms. Tjahjani Widiastuti（加工・流通部長） 

Ms. Novi Suprihatin（非食品課長） 

Ms. Tika Karhka（加工・流通部職員） 

Ms. Yuliana Susanh（加工・流通部職員） 

Ms. Reno Sari（加工・流通部職員） 

 

 農業省 畜産・家畜衛生総局 企画部及び園芸産物加工・流通部を訪問し、関連情報の聞き取

りを行った。 

・農業省には約 2年前にマーケティング、加工担当部署が新設され、家畜の病気検査を実施す

る研究所を管理している。他の部署とも協力しながら家畜の病気の管理を行っている。 

・乳加工品の販売許可を出す前に病気の有無につき検査を実施している。また、酪農家グルー

プに研修会を定期的に実施し、加工品の品質向上に努めている。 

・一番の課題は予算。省として支援対象エリアを決定するが、すべてのエリアに予算をつけら

れるわけではなく、まんべんなく農家をサポートできていない。 

・人工授精（AI）を導入してはいるが、国内全土に普及できていない。また、技術者が圧倒的

に不足しているのが現状。地域によっても差があり、ジャワ島のように設備が整っている地

域では AIが進んでいるが、設備のない地域には導入できていない。 
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聞き取りの様子 

 

説明を行う農業省職員 

 

（2）農業省 園芸総局 

時 間：14:00～15:00 

面談者：Mr. Sukarman（局長） 

Mr. Eryk Barlianto（園芸産物加工・流通担当官）＊帰国研修員 

その他園芸産物加工・流通部職員 

 

 帰国研修員（Mr. Eryk Barlianto）の所属先である農業省 園芸総局を訪問し、関連情報の聞き

取りを行った。 

・大きな課題として農薬の問題がある。省としては農薬の量を減らしたい意向であるが、進ん

でいないのが現状。また、農薬の使用方法について研修会等で農家への教育を行っているが、

浸透させるには時間が必要である。 

・簡単な栽培方法でも品質の良い野菜を生産できるよう、栽培技術に関する農家への教育を実

施している。 

・国の発展とともに経済的にゆとりのある消費者の割合が増え、価格が高くても品質の良い製

品を求める消費者が増加している。最近ではオーガニック野菜を専門に取り扱うマーケッ

トも登場し、既存のマーケットとの差別化を図っている。 

・消費者が実際に野菜を植え、収穫までを行うことのできる観光農場が存在し、消費者と生産

者の情報交換の場となっている。 

・学生（幼稚園から中学まで）を農場に案内し、生産現場に実際に触れてもらうなど、子ども

たちへの農業教育を実施している。 

・余剰生産物をドライフルーツやジュース、ピクルスなどの加工品にする取り組みはある。し

かし生産段階での調整ができていないのが現状であり、生産物が過剰、あるいは不足であっ

たときの対策が必要となる。 

・生ごみの問題は以前と比較してかなり改善されている。生ごみを収集する施設があり、最終

的には肥料としての再利用を進めている。 

・水や土壌の汚染は依然として問題となっている。 

・一年中温暖な気候であるため、ほとんどの地域で作物栽培が常時可能。ハウスを利用した栽

培はさほど進んでいない。 

・コメ、トウガラシをはじめ、輸入に頼らず自給可能な農作物が多くある。2045年（独立 100
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年）を目標に、世界の食糧倉庫をめざしていく。 

 

 
Eryk帰国研修員（右）への聞き取りの様子 

 

園芸総局事務所にて全体写真 

 

（3）農業省 国際協力局 

時 間：15:30～16:00 

面談者：Mr. Ade Candradijaya（副局長） 

 

 農業省 国際協力局を訪問し、関連情報の聞き取りを行った。 

・主食となる作物に予算が多く充てられる傾向にあり、それ以外の作物の予算が不足している。 

・中間業者の排除等により、長すぎるバリューチェーンを短くし、生産者と消費者の距離を縮

めていく必要がある。 

・コメに関しては生産状況が良いが、トウモロコシについては今後より生産量を増やしていく

努力が必要である。 

 

 

Ade氏（中央）への聞き取りの様子 

 

国際協力局オフィスにて全体写真 

 

●3月 2日（木） 

（1）チアンジュール県（JICA「官民協力による農産物流通プロジェクト」実施地域）野菜集荷場

STA（Sub Terminal of Agriculture） 
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時 間：10:00～11:30 

面談者：Mr. Tanaka Shunsuke（Project Staff） 

Mr. Nishimura Tsutomu（Team Leader） 

その他プロジェクト関係農家、農家指導員 

 

 JICA「官民協力による農産物流通プロジェクト」の実施地域であるチアンジュール県を訪問

し、野菜集荷場（STA）を視察し聞き取りを行った。 

・STAは政府が地域を定め設置する。農家が持参した生産物を集約し都市へ出荷する。 

・洗浄施設やごみ処理施設が未整備で、残渣の処理が課題となっている。 

・チアンジュール県は農家グループが比較的機能を果たしており、グループごとに主要作物か

ら 5品目を選択させ栽培指導を行っている。 

・現時点では農家の 3 割がスーパーマーケット、残り 7 割が伝統的な市場に商品を卸してい

る。この割合を逆にすることを目標に取り組んでいる。 

・チアンジュール県のように農家グループが機能している地域では、グループリーダーがトラ

ックで輸出業者やスーパーの倉庫へ運搬し、最終的な商品の包装を行う。 

・チアンジュールのような地方でとれた野菜は収穫後、夜のうちに都市へ運搬する。道路状況

が芳しくないため輸送中に商品が傷み（10％程度が廃棄される）、いかに品質を落とさない

ようにするかが課題となっている。 

・国全体の収量の正確な数値を算出することは困難であるが、まだ伸びしろがあることは間違

いない。 

・害虫駆除のために殺虫剤を大量に使用している。また、農薬をどの程度使用したか等を記録

していない農家がほとんどである。安全な食品への関心が高まりつつあり、今後殺虫剤や農

薬の管理、使用量の制限等が課題となる。 

・伝統的な市場では、時期によって商品の値段が大きく変動する〔1kg 当たり 500ルピア（約

4円）～15万ルピア（約 1,200円）〕。 

 

 

STAに収穫物を運ぶ農家 
 

Tanaka氏（右）からの説明の様子 

 

（2）チアンジュール県 農家グループ訪問 

時 間：14:00～15:00 

面談者：農家指導員、グループ加入農家  
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 県の農家グループの一つを訪問し、聞き取り調査を行った。 

・政府は農家の組織化を進める方針であり、農家グループに対しては補助金を支給している。 

・複数の農家グループでさらに大きなグループ（GABOKTAN）を形成している。 

・課題としては、資金、天候による影響、畑拡張の困難などが挙げられる。 

・グループを形成することで栽培方法や技術の共有が容易になり、収量は増加した。 

・農家グループには政府から農耕機械が貸与され、構成農家で共有することができる。 

 

 

トウガラシ収集場で全体写真 

 

政府から貸与された共用トラクター 

 

（3）パダララング 屠畜場 

時 間：16:00～17:00 

面談者：Mr. Arif Hidayat（家畜局職員） 

Mr. Doni Setiawan（屠畜場長） 

その他屠畜場職員 

 

 政府所有の屠畜場を訪問し、聞き取り調査を行った。 

・西ジャワ州には 34 カ所の屠畜場がある。うち 25カ所は政府が所有しており、スタッフも政

府の雇用である。 

・日に平均して 5 頭程度の屠畜処理を行う。また、肉の品質検査場としての役割も担ってお

り、病気の検査等も行っている。 

・国産牛の数が少なく輸入牛がほとんどである。しかし、輸入牛は体格が大きく、屠畜に特殊

な器具を要する。本来であれば小柄なウシが望ましいため、国産牛の数を増やしていくこと

が必要である。 

・肉の品質に明確な格付基準が存在していないため、相対的な評価に頼らざるを得ない。将来

的に統一された評価基準の作成が望まれる。 
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屠畜手順の説明を行う職員 

 

調査後の全体写真 

 

●3月 3日（金） 

（1）西ジャワ州 食品安全保証・家畜局 

時 間：11:00～12:30 

面談者：Mr. Dody Firman Nugraha（局長） 

その他家畜局員、ブリーディングセンター職員 

 

 西ジャワ州 食品安全保証・家畜局を訪問し、局長に聞き取り調査を行った。 

・西ジャワ州は肉牛の生産量が国内一であり、ほとんどの農家は組合に加入している。 

・西ジャワ州では 11万 6,000頭のホルスタインが飼育されている。 

・1997 年から 2006 年にかけて西ジャワ州で JICA の技術協力プロジェクトを実施し、家畜の

健康状態が改善されたので、今後もぜひ協力してもらいたい。特に、農家向けのリーダーシ

ップ研修、AIの技術指導等のプロジェクトを実施してもらえるとありがたい。 

・AIが順調に進められており、現在西ジャワ州のウシは 100％が AIである。 

・餌の品質、量が不安定のため、今後改善が必要。 

・組合加入率は良いが、なかには加入したがらない農家も存在する。組合に牛乳を売る際の手

数料や、組合に納める会費に不満をもっているため、今後納得のうえ加入してもらうよう働

きかけが必要。 

 

 

局長（右奥）への聞き取りの様子 
 

局内の廊下にて 
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（2）ブリーディングセンター 

時 間：13:00～14:30 

面談者：Ms. Mita Rukmitasan（センター職員） 

その他ブリーディングセンター職員 

 

 ブリーディングセンター、及び併設の集乳場を訪問し、視察・聞き取り調査を行った。 

・各地の大学から実習生として 1～3 カ月の間学生を定期的に受け入れ、搾乳などの作業を行

ってもらう。 

・コーンサイレージの作成も行っている。 

・集乳場では運ばれた牛乳を殺菌、パッキングして出荷している。衛生管理を徹底し、HACCP、

ハラル認証を取得している。 

・課題として、乳加工品（ヨーグルト等）の販売が進んでいないことが挙げられる。加工施設

は既にあるため、これらを活用していくことが必要。また、AI の指導、人材育成も重要な

課題である。 

 

 

実習中の大学生 

 

集乳場見学の様子 

 

（3）牛乳メーカー Ultra Milk 

時 間：16:00～18:00 

面談者：Mr. M. Muhthasawwar（工場長）  

Mr. Haryanto Hendranata（ジェネラルマネジャー） 

 

 地元の牛乳メーカーである Ultra Milkを訪問し、聞き取り調査を行った。 

・品質は昔に比べ向上している。集乳時に品質検査を実施することで持ち込まれる牛乳の質が

上がったと考えられる。 

・大規模酪農家だけではなく、小規模酪農家からも牛乳を買い入れ、酪農家の生活向上に寄与

している。 

・会社所有の牛舎があり、小規模酪農家が毎日通いウシの世話を行っている。まだ小規模であ

るため、今後拡大していく必要がある。 

・現時点ではパック牛乳のみの生産だが、将来的にはアイス等の加工品の生産に取り組むつも

りである。 
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数種類のフレーバーを販売している 

 

フロントにて全体写真 

２－２－２ ミャンマー調査結果 

●3月 6日（月） 

（1）農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局、集乳場 

時 間：11:30～13:00 

面談者：Mr. Ye Aung Ko（家畜繁殖・獣医局 副獣医官）＊帰国研修員 

 

 帰国研修員（Mr. Ye Aung Ko）の所属先である農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局を訪問

し、聞き取り調査を行った。また、近隣の集乳場を視察した。 

・家畜の屠畜免許を取得できるのが一部の経済的余裕のある者に限られており、農家は彼らに

安い価格で家畜を売らねばならないのが現状。 

・今後中間業者を介さずにヤギの出荷を進めていく方針で、現在も計画を進めているが、中間

業者からの反発をどう抑えるかが今後の課題である。 

・ミャンマーでは乳製品があまりメジャーではない。政府が加工施設を八つほど造ったが、し

っかり稼働しているとはいえない。 

 集乳場 

・集乳場は研修所も兼ねており、スクールミルクプログラムにも取り組んでいる。 

・ニュージーランドから専門家が指導に来ているため、高品質の牛乳を生産している。 

・7 農家から牛乳を集めているほか、集乳場自体も 70頭余のウシを飼育している（うち 25頭

が搾乳牛）。 

 

 

Ko氏（左）への聞き取りの様子 
 

集乳場の飼養環境は大変清潔 
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（2）Ye Zin 獣医科学大学 

時 間：14:30～15:30 

 

 学生を対象とした手塚コースリーダーによる講義が実施された。内容については２－３に記

載。 

 

●3月 7日（火） 

（1）農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局 チャンギン郡区事務所 

時 間：14:40～16:40 

面談者：Dr. Maung Win（郡区担当獣医官）＊帰国研修員 

その他事務所職員、獣医師 

 

 農業・家畜・灌漑省 家畜繁殖・獣医局 チャンギン郡区事務所を訪問し、帰国研修員に聞き

取り調査を行った。 

・人口が少ない地域のため牛乳の需要が少ないのが現状。近隣に酪農が盛んな都市があるため、

予算の配分はそちらが優先されがち。 

・農家に少額の融資を行う案が出てはいるが、実行には移されていない。 

・組合が機能していない状況であり、原因として事務所のスタッフの不足、酪農家の関心の薄

さが挙げられる。 

・小規模酪農家のためにも今後市場を拡大していく必要がある。 

・家畜の感染症を発生させないことも重要な課題であり、現在予防接種を無料で行うなどの取

り組みを実施している。 

・国産のウシだけではなくホルスタインを今後導入し、牛乳の需要増加に合わせて品質の向上

につなげる必要がある。 

・将来的に牛乳の需要が高まったときにミルクチェーンをどう構築していくかが課題となる。 

 

 

事務所前にて全体写真 

 

現地酪農家への聞き取り 
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●3月 8日（水） 

（1）ヒンタダ地区 農業・家畜・灌漑省 牛乳加工施設 

時 間：11:30～12:30 

面談者：Ms. Than Than Mu（ヒンタダ地区 事務所長） 

Ms. Phyu Sin Thet（ヒンタダ地区事務所 副所長） 

Ms. Naw Sabrina Aye（ヒンタダ地区事務所 副所長） 

 

 農業・家畜・灌漑省 ヒンタダ事務所の牛乳加工施設を訪問し、視察・聞き取りを行った。 

・地域の酪農家から牛乳を集め（日に 100㎏）、ヨーグルト、アイスの加工を行っている。 

・隣接の畑でウシの餌となる牧草、トウモロコシの栽培も行っており、酪農家へ配布している。 

・加工機械は政府所有であるが、稼働資金は職員の寄付によって賄われている。 

・本来であれば 1 日 200 ㎏弱の牛乳加工が可能であるが、加工せず生乳のまま売りに出す酪

農家が多く、実際には半分程度しか稼働していないため、今後より多くの酪農家から牛乳を

集めることが課題となっている。 

 

朝絞った牛乳を加工施設に運ぶ酪農家 

 

施設で加工されたヨーグルト 

 

（2）JICA ミャンマー事務所 

時 間：16:30～17:30 

面談者：岩井 伸夫（次長） 

徳重 佳史（企画調査員） 

 

 JICA ミャンマー事務所を訪問し、活動報告と情報収集を行った。 

・以前ミャンマーではウシを食べる習慣がなかったが、ヤンゴンをはじめとして需要が近年増

加しつつある。 

・農畜産振興のやり方を変えていく必要がある。もともと、政府の組織が農家に介入してアド

バイスを行う、という習慣がなかったため、農家の政府に対する不信感が今も残っている。

今後は農業・家畜・灌漑省をはじめとして、政府組織が積極的に農家のなかに入り、信頼関

係を構築しながら農畜産振興を進めていかなければならない。 

・肉牛、乳牛ともに需要が高まっており、今後ウシを初めて飼う、という農家に対する支援が

必要となってくる。現在首都ネピドーにモデルファームが設置される等、ミャンマー政府も
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農家向けの取り組みを進めている。 

・農業・家畜・灌漑省や同省傘下の大学は日本の大学との連携を積極的に進めたいと考えてお

り、JICAとしてもどのような支援ができるか検討していきたい。 

 

活動報告の様子 

 

報告を聞く徳重企画調査員 

 

２－３ その他（コースリーダーによるセミナー） 

参加者：●2月 28日（火）農業省 畜産・家畜衛生総局事務局 

 農業省職員 16 名（他、JICA インドネシア事務所スタッフ、通訳、調査団：近藤・杉田） 

●3月 6日（月）Ye Zin 獣医科学大学 

 6年生 45名（他、帰国研修員、Ye Zin 大学教員、通訳、調査団：近藤・杉田） 

 

 インドネシアでは農業省職員を対象として、ミャンマーでは Ye Zin 獣医科学大学の学生を対象と

して、それぞれ手塚コースリーダーによる講義が行われた。講義では、乳牛の飼育環境（搾乳所の床

の整備や餌場の配置、雨水対策等）の重要性や、それらが牛乳の生産性にどのような影響を及ぼすか、

ということについての説明が行われた。 

 また、研修コースの視察に組み込まれている、特色ある北海道の農場やバイオガスプラント等を例

に挙げながら、日本の酪農経営やミルクチェーンについて紹介を行い、それぞれの国での実践の可能

性について提言がなされた。 

 参加者からは、日本の牛乳生産のシステムの詳細や、酪農を始める際にまずは何頭のウシを飼うと

ころから始めればよいか、等の質問が挙がった。 

 

農業省で講義を行うコースリーダー（右） 

 

講義に参加した学生たち 
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第３章 結果の分析 

 

３－１ 調査結果に対する考察 

 今回のフォローアップは 2016 年度から始まった「バリューチェーンの整備を通じた農村振興（畜

産物の付加価値向上）」とその前身である 2010〜2015 年度実施の「持続的農村開発のための畜産振

興」の参加者と所属機関、関連施設に対して行ったものである。前身プログラムが主にミルクチェー

ン整備を通した農村開発プログラムだったのに対し、現行プログラムが畑作まで対象を広げたバリ

ューチェーン構築プログラムであることから、フォローアップも畑作から酪農、肉生産までを含む幅

広いものとなった。よってややフォーカスがぼやけたきらいはあるものの、全体としてはインドネシ

アとミャンマーの農業とそれをとりまく状況を概観する良い機会となった。特に近年経済発展がめ

ざましい両国の状況を肌で感じることができたのは貴重な経験であった。研修員 OB や所属機関、

JICA現地オフィスからの聞き取りから以下のような問題点や可能性がみえてきた。 

 

３－１－１ インドネシア 

 インドネシアでは研修コース OBからの聞き取りに加え、ジャカルタ首都特別州に隣接する西ジ

ャワ州における野菜及び畜産物のバリューチェーン（VC）を視察した。ジャワ島は日本の 1/3 ほ

どの面積（12万 6,700km2）に、日本とほぼ同じ人口（1億 2,400万人）が住む島であり、西ジャワ

州は世界で最も人口密度が高い農業地帯の一つである。経済発展と人口増加、都市化によりインド

ネシアの食料需要は早いペースで高まっており、農畜産物の生産増加と流通ネットワークの整備

は喫緊の課題となっている。今回の視察では首都圏の近代的マーケットをターゲットとした野菜

の VCと近年早いペースで消費が伸びている牛乳及び牛肉の VCの視察を行った。 

 

（1）パームヤシ農園での肉牛肥育プロジェクト 

 畜産・家畜衛生総局では研修コース OB の Mr. GANDJARNEGARA Pamor からインドネシア

のパームオイルの大部分を生産するスマトラ島やカリマンタン島におけるパームヤシ農園の

下生えを利用した肉牛生産について聞き取りを行った。このプロジェクトはパームヤシ生産

と肉牛生産を組み合わせ、副産物/資源（糞尿/肥料と雑草/飼料）を複合的に利用することで両

者の生産性向上をめざしたものであるが、農家の理解・意識不足（ウシによるパームヤシの食

害を恐れる一方で、畜産物 VC構築に必要不可欠な農家の組織化には消極的）によって進行が

滞っているとのことであった。インドネシアはパームヤシの作付面積が世界一であり、その下

生えや副産物を飼料として有効利用できれば国産牛肉の生産を大幅に増加させることも可能

であろう。 

 インドネシアでは企業単独による大規模プランテーションとは別に中核となる大規模農園

とそれをとりまく多数の小規模農家から成る中核農園システムと呼ばれる制度がパームオイ

ルの生産に重要な役割を果たしている。今後このようなシステムに肉牛を導入するためには

肉牛生産に向けた農家の組織化と牛肉の安定した流通ルート及び市場の開拓が必要であろう。

そのためには中核となる農園がパームオイル生産の場合と同様に指導的な立場となって VC

構築を主導する必要があると思われる。企業による同様な取り組みとして、スマトラ島東部ラ

ンプーン州の大規模パイナップル農園の例が挙げられる。ここではパイナップル残渣やその
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他の副産物を飼料化し、併設したフィードロットで肉牛生産に利用するとともに糞尿を堆肥

化し圃場に還元する複合経営が行われている。パームオイルの生産が熱帯雨林の急激な減少

とそれに伴う生態系の破壊や CO2 放出の増加など深刻な環境問題を引き起こしている事実に

も留意する必要があるだろう。パームヤシと肉牛を組み合わせることで、農家当たりの収入を

上げるとともに、堆肥により土地の収益性を上げることができれば、熱帯雨林の伐採を抑制す

る一助となるかもしれない。環境に優しいということが商品の価値向上に寄与するかもしれ

ない。 

 

（2）西ジャワ州チアンジュール県 JICA「官民協力による農産物流通プロジェクト」野菜集荷場

STA 及び周辺農家 

 この VC は JICA 主導で組織化されたものであり、イオンをはじめとする都会のスーパーマ

ーケットに高品質で質が揃った新鮮な野菜を安定的に供給することで収益の向上をめざして

いる。農家の組織化が政府主導で地域ごとに設立された野菜集荷場を介してうまくいってい

るため、トラクターなどの導入も優先して行われており、今後の事業拡大に向けた基盤が整備

されている。農家をグループに分け、グループごとに栽培品目を五つに絞り込んで重点的に栽

培指導を行うなど、選択と集中により収量の増加と品質の向上をめざしている。現在生産物の

3割が近代的なスーパーマーケットに、残りが伝統的な市場へと卸されているが、将来的には

この割合が逆転することを目標としている。 

 3,000万を超す人口を抱え、現在世界第 2位の大都市圏であるジャカルタは、急速な経済発

展と人口増により、近い将来東京を抜いて世界最大の都市圏となることが予測されている。そ

れに伴いスーパーマーケットを介した生鮮食料品の需要も急増することが予測され、本プロ

ジェクトにとってもさらなる追い風となると思われる。スーパーマーケットが求める高品質

で新鮮な野菜類を卸売市場や仲介業者を介さずに生産者団体が直接供給する VC モデルは流

通業者にとっては品質管理がしやすく、生産者にとっても利益が多く生産効率や品質向上の

インセンティブとなるため今後増加すると思われる。 

 現在は過渡期であり、例えばパッケージングや市場への運搬はグループ内の裕福な生産者

が担っているが、将来的には生産、選別・加工・包装、そして運送などを分業化することでさ

らなる作業効率のアップが必要となるだろう。農家への聞き取りでは限られた耕地を多くの

生産者が分け合っているため規模拡大が困難であることが問題点として挙げられた。耕地の

集約化と機械の導入による生産性の向上のためにも分業化は必要かもしれない。生産者の視

点が個から組織へと変化し、組織として利益を最大化するという意識を共有できるかが今後

の事業発展を左右すると思われる。 

 本 VC の問題点としては以下のような事項が挙げられる。 

① スーパーがあるジャカルタ都市圏は交通事情が非常に悪く、配送途上で 10％もの生産

物が傷み、その結果廃棄されるという。交通事情については今後しばらくの間改善は期待

できないと思われる。冷蔵トラックの導入などで品質を保つことは可能であろうが、投資

効果を見極めたうえで導入の可否や時期を決定する必要があるだろう。都市圏の交通イン

フラ整備はインドネシアにとっては喫緊の課題であり、今後の農産物 VCの整備にあたっ

ても考慮すべき重要な要因となると思われる。 

② 害虫駆除のために多量の殺虫剤が使われており、農家による農薬の使用状況も把握し
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きれていない状態である。農薬の使用による直接的な害は今のところ報告されていないよ

うであるが、健康志向の高まりとともに無農薬（減農薬）で生産された農産物のニーズは

増していくだろう。これは生産者にとって新たなるチャンスでもあり挑戦ともなろう。現

在、出荷前に農薬使用量を一時的に減らすなどの対応が行われているが、今後収量を減ら

さずに農薬の使用を抑制していく技術の導入などが必要となると思われる。 

③ 集荷場では毎日数百キロの作物残渣が出るが、それを資源化できずに外部に委託して

ごみとして処理している。簡単な堆肥場と堆肥化の技術があれば有機肥料を農家に還元で

きるだけではなく、肥料購入やごみ処理のコストを削減できるだろう。 

 現在 JICA が関与しているジャカルタの交通インフラ整備をはじめとして、減農薬や生

ごみの堆肥化は日本が得意とする分野であり、今後積極的な参入が考えられる。 

 

（3）西ジャワ州における畜産物 VC 

 今回の視察では個々の生産者を訪問する機会はなかったが、西ジャワ州食品安全省・家畜局

とその管轄下にある屠畜場、ブリーディングセンターをはじめ、酪農協同組合、乳業メーカー

などを視察することができた。視察の対象となったのは牛乳と牛肉の VCで、生乳及び肉牛の

大部分が小規模農家によって供給されている。これらの農家は経済的に貧しく、都市における

雇用の機会も限られている。日本では 1950 年代から 70 年代にかけて農村から都市への大規

模な人口移動が起こり、戦後復興期から高度経済成長期の日本経済を支える原動力となった

が、インドネシアでは同様な雇用を伴う人口シフトは困難であると考えられている。そのなか

で政府がこれらのセクターの振興に力を入れるのは、早いペースで増加しつつある畜産物の

需要に対する国内供給比率を上げ、輸入依存度を低下させることとともに、小規模農家の暮ら

し向き向上と加工・流通など関連産業の整備により農村部に雇用を確保するためである。した

がって農家から消費者までを機能的に結び、関係者すべてに利益をもたらすような VCの構築

は喫緊の課題であるといえる。 

 

1）西ジャワ州、チアンジュール県屠畜場 

 西ジャワ州にある 25の公設屠畜場の一つである。ここでは主に輸入したウシを 1 日当

たり平均 5 頭屠畜解体する。食肉の品質検査とともに疾病検査なども行っており、食肉

VC の中核施設として機能している。現在の設備が小型の在来牛用のものであるため、大

型の輸入牛を扱う場合は処理に手間がかかる。設備に余裕があるため今後需要の増加に伴

う屠畜・食肉処理の増加に対応することが可能であり、将来的にはバリ牛のような在来牛

の取扱量を増やしていきたいと考えている。 

 問題の一つとして挙げられたのが、明確な格付基準がないために食肉の客観的な評価が

難しいことである。地域レベルの差別化された食肉 VC（例：「十勝池田の赤牛」や様似駒

谷牧場の「ジビーフ」のような特定の客層を対象とする VC）にしろ、国産牛の大規模な

サプライチェーン（例：一般的な食肉チェーン）にしろ、その構築には商品の客観的な評

価が必要である。特にインドネシアのように多くの島々から成り、生産地と消費地が離れ

ている国で国産牛の国内向け、輸出向け VCを構築するためには全国共通の格付基準が必

要であろう。日本は和牛をはじめとする食肉の格付先進国であり、そのノウハウを導入す

ることも可能であると思われる。その場合、将来の消費動向を見据え、在来牛の特性を最
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大限生かせるような格付基準を考えていく必要があるだろう。 

 

2）食品安全保障・家畜局ブリーディングセンター 

 ブリーディングセンターでは 2012 年にオーストラリアからホルスタイン種の乳牛 500

頭を輸入し、農家への配布を行うとともに、牧草種子の生産と配布、飼料分析、農家や学

生に対する 2 週間から 2 カ月の研修などを行っている。センターで生産された牛乳はセ

ンター内の乳製品工場で加工されて出荷されるほか、近隣の乳製品工場に生乳として出荷

している。乳製品工場は HACCP やハラル認証を取得しており、衛生管理も徹底して行っ

ていた。牛乳を頂いたが、とてもおいしいものであった。暑熱環境には向いていないホル

スタインであるが、センターが高地（1,200m）にあることや、暑熱環境に適応した畜舎や

飼養管理によって乳生産や繁殖への影響はないとのことであった。センターでは JICAイ

ンドネシアが編集した飼養管理マニュアルが使用されており、今後も JICAとの連携を継

続していきたいとのことであった。AI分野の支援を希望しており、西ジャワ州では 100％

の普及率であるが、他の地域では技術者が不足していること、AI に必要な設備がないこ

となどから普及が遅れていることが理由として挙げられた。 

 

3）北バンドン酪農協同組合（Koperasi Peternak Sapi Bandung Utara：KPSBU） 

 ジャカルタ首都特別州と隣接する西ジャワ州では、東ジャワ州に次いで 11 万 6,000 頭

の乳牛が飼養されており、乳生産量も 2 番目に多い（今回の調査時）。KPSBU は西ジャワ

州にある 30 の酪農協同組合のうちで最大の組合で、現在約 5,000 人の組合員が約 3 万

7,000頭の乳牛を飼養しており、1日当たり 140トンの生乳を生産している。生乳の 90％

はジャカルタにある外資系乳業メーカー（例：PT Frisian Flag Indonesia）に送られ、残り

の 10％は組合で処理され牛乳とヨーグルトとしてバンドン市と近隣地域に出荷されてい

る。組合では営農指導や家畜診療、生産資材購買事業のほかに生活用品・食料購買事業や

資金の貸付、医療事業などもやっており、組合員の生活全般をサポートしている。 

 

4）ウルトラジャヤ・ミルク・インダストリー＆トレーディング・カンパニー（PT Ultrajaya 

Milk Industry & Trading Co. Tbk.）  

 ウルトラジャヤは 1971 年設立の現地資本の乳業メーカーであり、インドネシアにおけ

る超高温殺菌（UHT）牛乳のパイオニアである。主力商品である UHT 牛乳「Ultra Milk」

を中心に果汁飲料や茶系飲料を製造販売しているほか、外資系乳業メーカーとの JV（PT 

Kraft Ultrajaya Indonesia）を設立しチーズの製造販売も行っている。最近では日本のメー

カー伊藤園と抹茶系飲料の開発を行っている。現在 1 日当たり 150 トンを超える製造を

行っており、将来的にはアイスクリームなどの製造にも取り組んでいく予定である。生乳

は南バンドン酪農協同組合（South Bandung Farmer Cooperatives：KPBS）から買い入れて

おり、農協や農家に対する技術・営農指導も行っている。集乳時の乳質管理などを通して

製品の品質向上に取り組んでいる。自社所有の酪農場があり、小規模農家が通いながら営

農を行う機会を提供している。 
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5）牛乳・牛肉 VC の課題と可能性 

 経済発展、人口増加、都市化が同時に進行しているインドネシアでは畜産物の需要が早

いペースで増加しており、その多くを輸入に依存している。そのため上述したように生産

の大部分を担う小規模農家の貧困対策や地場産業育成による地域経済の振興とともに、輸

入比率を下げることが重要な課題となっており、VC の整備は重点課題の一つとなってい

る。VC の観点からみるとミルクチェーンはミートチェーンに比べ整備が進んでいる。VC

の中核になっているのが Ultrajaya、Nestle、Frisian Flag等の大手の乳業メーカーと酪農協

同組合である。国内の乳牛の 97％（62万頭：2013年）が西ジャワ、中部ジャワ、東ジャ

ワ州に集中しており、国内生乳の 98％（96万トン：2013年）を生産することから、大手

乳業メーカーや主要な酪農協はこれらの地域に集中している。世界有数の大都市圏を有す

るジャワ島は交通インフラも比較的整備されていることから、今後ともインドネシアにお

ける酪農及び乳製品消費の中心地としての地位は揺るがないであろう。大手乳業メーカー

は農家や酪農協に対してさまざまな技術的、経済的援助を行っており、生産性の向上や乳

質の改善へとつながっている。またこれらの乳業メーカーは独自の流通・販売チェーンを

もっており、農場と食卓を結ぶ VCを統括運営する司令塔としても機能している。以上イ

ンドネシアではミルクチェーンの基盤はよく整備されており、今後予測される需要の増加

とともに発展性は大いにあると思われる。 

 今後の課題としては農家レベルの生産性の向上が挙げられる。農家の大部分は飼養頭数

が 5 頭以下の小規模農家であり、乳量も 10〜15kg/day（約 3,000kg/year）と少ない。限ら

れた土地と営農人口の多さから今後とも規模拡大は容易ではなく、したがって拡大による

生産効率の向上も見込めない。生産性の低さの原因としては不適切な飼養管理や繁殖面で

の問題が挙げられる。特に飼料の問題は多くの組織で共有されており、サイレージの導入

や地域の未利用資源を活用した飼料供給体制が求められている。インドネシアで飼養され

ている乳牛のほとんどはホルスタインであり、飼養管理しだいでは現在の乳量の 2〜3 倍

を達成することも可能であろう。しかしそのためには現在主に自給によって賄われている

飼料に加え、濃厚飼料などを購入する必要がでてくるだろう。同様に、手搾りに替えてミ

ルカーを導入する必要があるかもしれない。高泌乳を維持するためには射乳を促すホルモ

ンが分泌される 5 分ほどの間に乳を搾り切る必要があり、手搾りでは間に合わないため

である。このように乳量を増加させるためには多くの投資が必要とされるため綿密な増産

計画が必要となる。 

 受胎率の低下や分娩間隔の長期化など繁殖の問題は途上国、先進国にかかわらず生産効

率を下げる大きな問題としてとらえられている。今回、農家レベルでの繁殖の問題につい

て具体的な話を聞く機会はなかった。しかしブリーディングセンターでの聞き取りでは人

工授精師の養成が課題として挙げられていたことから、繁殖管理面の改善は今後とも必要

であると思われる。 

 ホルスタイン種は暑熱ストレスに弱く、特に高泌乳牛ではその傾向が強くなる。西ジャ

ワ州の酪農は比較的冷涼な高原地帯で行われており、今回の視察でも暑熱ストレスについ

ての問題は聞くことはなかった。しかし今後泌乳量の増加に伴いこの問題が顕在化する可

能性があるので注意が必要である。 

 インドネシアの 1 人当たりの牛乳消費量は他のアジア諸国に比べて少なく、市場には
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大きな伸びしろがある。国内各地を結ぶコールドチェーンが未整備なため、ほとんどの牛

乳・乳製品は UHT 処理されて常温で流通・販売されている。多くの島から成り、交通イ

ンフラが未整備なインドネシアでは UHT 製品の利便性は高い半面、輸入原料を用いた乳

製品との差別化は難しく、自由貿易の導入に伴い価格面で苦戦を強いられる可能性もあ

る。今後首都圏や地方の中核都市に住む経済的に豊かな消費者を対象とした低温殺菌乳の

供給など、差別化した国産牛乳の VC構築を考慮する必要があるかもしれない。この場合、

生産、加工から流通、販売に至る VC全体で施設や管理運営手法のアップグレードが必要

となる。 

 また、インドネシアでは乳製品のバラエティも限られており、今後消費者の嗜好に合わ

せた、あるいはそれを先取りする商品開発も進めていく必要があると思われる。現に伊藤

園と Ultrajaya による抹茶系乳飲料の開発などが進んでおり、今後もこの潮流は変わらな

いであろう。乳製品の開発や製造管理分野で JICAや日本企業が貢献できることは多いと

思われる。今後 VC全体を俯瞰しながら適切な技術の導入やマネジメント体制を整えてい

くことができる人材の養成が望まれる。 

 インドネシアで鶏肉に次いで消費が多いのが牛肉である。国内生産が需要に追いつかな

いため、オーストラリアなどからの輸入に大きく依存しており、国内生産を増加させるこ

とで輸入依存から脱却することが重要課題となっている。生産者の大部分が 5 頭以下の

小規模農家であり、過半数がジャワ島に集中している。乳牛と同様に飼料不足が問題とな

っており、肥育が進まないうちに屠畜されてしまうウシが多い。一方、東部インドネシア

やスマトラ島、カリマンタン島などでは放牧やプランテーションの副産物を利用した肉牛

の生産が行われている。肉牛は生産地から消費地まで運搬され、そこの屠畜場で屠畜され

る。屠畜場には上述したチアンジュール県屠畜場のように政府管轄のものと民営のものが

あり、多くは小規模で業務も限られている。食肉の多くが冷蔵、冷凍施設を欠く伝統的な

市場で取引されるため、夜間に屠畜し、翌日売り払わなければならず、衛生面でも問題点

を抱えている。このようにコールドチェーンの欠如は未整備な交通インフラとともに効率

的なミートチェーンの構築に際して解決しなければならない大きな問題である。今後全国

レベルでミートチェーンを整備するためには生産地に近い場所に屠畜場を設置し、そこと

消費地をコールドチェーンで結ぶ必要があると思われる。上述したように在来牛であるバ

リ牛が多く飼養されている餌資源が豊富なバリ島やスラウシ島で育成、肥育、屠畜、解体、

格付けを行い、冷蔵船で熟成しながら大都会に運搬するミートチェーンを構築すること

で、国産牛肉の増産を可能にするとともに、経済的に立ち遅れているこれらの地域の発展

に寄与することも可能であろう。そのためには農畜産や食品分野をはじめとした、交通、

造船、プラント建設などの分野を含む総合的な VC 開発計画が必要となる。JICA をハブ

として民間企業や研究機関が協力することで支援体制を整えることが可能なのではない

か。 

  

３－１－２ ミャンマー 

 ミャンマーは人口の過半数が農業に従事する農業国であり、その多くは小規模農家である。長い

間、軍政下にあったため、他のアジア諸国に比べ開発が遅れていたが、近年 GDP が年率 6％前後

で伸びており、今後も早いペースの経済発展が見込まれている。年率 1％を超えるペースで人口が
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増加しており、国民 1人当たりの購買力も今後 5年で 2倍近くになることが予測されている。一方

でヤンゴンを中心に都市化が進行しており、都市部と農村部の貧富の格差が増大している。1人当

たりの年間畜産物消費は他のアジア諸国に比べて少ないが、近年鶏肉や豚肉を中心に消費が急速

に伸びている。また都市部を中心に乳製品の消費も伸びている。 

 今回の視察では研修員 OB からヤギ肉の国境を超えた VC 構築の取り組み、及び酪農の振興が遅

れている地域におけるミルクチェーン構築の取り組みついて説明があった。 

 

（1）ヤギの VC構築 

 ミャンマーでは中部乾燥地帯を中心にヤギが 500 万頭以上飼養されており、近年早いペー

スで増加している。道端の草や作物残渣などで飼養が可能なため、主に小規模農家や農地を持

たない農村部の住人によって飼養されており、貧困軽減の一助となっている。ヤギ肉の国内消

費は鶏肉、豚肉、牛肉に比べ少ないが、イスラム系住民を中心に一定の需要があるほか、中国

などに輸出されている。 

 一般的にヤギの流通は農家からヤギを集める仲介業者と地方自治体から認可を受けた屠畜

業者が牛耳っている。家畜の屠畜は屠畜業者だけにしか許されておらず、屠畜業者は高いライ

ンセンス料を回収するために高い屠畜手数料を課すか、ヤギを安く買い上げるため農家の収

入は少ない。そこで本取り組みでは 1,000頭ほどを飼養する大規模農家をコアに中小規模農家

を組織化し、仲介業者や屠畜業者を介さずに生体のヤギを中国などへ輸出する VCの構築を試

みている。過去 1年ほどで 2万 5,000頭ほどの中国への輸出実績があるが、北部国境地帯での

内戦により計画が滞っている。また UAE から 10 万頭の要請があったが、現段階では規格が

揃った個体を安定して供給できないため実現していない。 

 問題点としては、個々の農家で飼養管理がばらばらで、規格が揃わないこと、仕上げの肥育

を行わないために肉付きが悪いこと、健康であっても体が汚れているため生体取引の場合不

利であることなどが挙げられる。今後農家間で飼養管理を標準化し、規格が揃ったヤギを安定

的に供給する体制づくりが必要である。また生体での移動・輸出はコールドチェーンが整備さ

れていない国や地域では意義があるが、検疫や輸送コストなどを考えると割高となる。今後協

同組合などで屠畜・食肉処理が行えるようになれば、格付けによる肉の差別化や加工、パッケ

ージングによる付加価値の向上も可能になり、農家だけではなく地域経済にも貢献できるだ

ろう。繁殖・育成と肥育を分業化することで、生産効率や肉質の向上も期待できると思われる。 

 ほかに求められていることは、VC への獣医師の関与である。獣医師の存在は生存性や飼養

管理の向上だけではなく、食肉や加工品の衛生管理面でも役に立つだろう。 

 

（2）地域型小規模ミルクチェーン構築の試み 

 ミャンマーでは主にヤンゴンの北部とネピドーからマンダレーの間の中部乾燥地帯で酪農

が営まれている。2000 年代初頭から 15年間で牛乳生産量が 4倍に増加しており、2014年には

200 万トンを超え、ASEAN 諸国では随一の生産量となっている。しかしコールドチェーンの

整備が遅れていることもあり、ミルクチェーンはインドネシアやタイに比べ未整備である。牛

乳のほとんどがコンデンスミルクに加工され、コーヒーや紅茶用に出荷される。生乳やヨーグ

ルト、チーズ、バター、アイスクリームなどは都市部を除き普及していない。1人当たりの年

間乳製品摂取量は他の ASEAN 諸国に比べて低い水準であるが近年早いペースで増加してい
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る。また学乳制度の導入などで消費を増やす試みも一部で行われている。乳製品は食品のなか

でも今後大きな伸びが期待されている分野であり、効率的な VCの構築が求められている。 

 今回の視察ではヤンゴン北西部に位置するヒンタダ県で小規模酪農家、獣医事務所、集乳加

工施設を訪問し研修員 OB 等から聞き取りを行った。この地域は主要な酪農地帯から外れてい

ることや地域人口が比較的少ないことからミルクチェーンは整備されておらず、集乳加工施

設は整備されたものの、それを利用する農家は少なく組合もほとんど機能していない状況で

ある。ホルスタインが導入されつつあるが生産性は低く、また乳質も改善する必要がある。地

域の需要を喚起するため、職員が学校で牛乳の普及活動をしているが、資金的なサポートがな

くボランティアで行っているような状況である。また乳牛の予防接種を無料で行ったり集乳

加工施設に併設した農地で飼料作物の生産を試験的に行うなどサポート体制も整えつつある。 

 今後この地域でミルクチェーンを構築していくためにはいくつかの問題を解決する必要が

ある。第一に地域における安定した需要を創出することである。供給量が少なく、主な消費地

である大都市圏から離れていることから、上述したような既存の VC に合流することは困難で

あろう。生産地近辺で市場が開拓できれば、短いミルクチェーンを通して生乳やヨーグルトな

ど通常では扱いにくい商品の販売も可能になると思われる。地域で完結する VCの構築は雇用

を生み出し、地域経済の活性化にも寄与するだろう。農家レベルでの問題点は多くの酪農新興

国で共有されるものである。飼養・繁殖管理、衛生的な搾乳環境などは高品質の牛乳を安定的

に生産するためには必要不可欠である。獣医師・普及員による訪問指導のほか、集乳加工施設

にデモファームを併設することで農家の意識と技術を向上することが可能であろう。農家は

毎日ほぼ同じ時間に牛乳を配達するため集乳所に来るので、グループトレーニングや問題の

共有も戸別訪問に比べやりやすくなる。集乳の時間をうまく活用することで生産効率や乳質

は向上するだろう。デモファームは乳業メーカーによる農家指導などでも活用されており、成

果を上げている。 

 

３－１－３ VC 構築の難しさと今後の課題 

 VCの概念や重要性は多くの研修生や行政、JICAの担当者に共有されていた。しかし実際に VC

を新たに構築するにあたってはさまざまな障壁があり、着手しにくい状況がうかがわれた。JICA

インドネシア事務所でもこの問題を把握しており、「アイデアはもうよいので成果につながる研修

を」（Dinur Krismasari次長）との要望があった。主要な問題としては VC 構築にあたって、関係者

間でビジョンの共有が難しいということが挙げられる。また研修後に所属部署の優先事項変更の

ため研修中に企画した VC に取り組むことができない研修員もいた（Mr. Eryk Barlianto）。このよう

な問題は主に現場の状況や関係者の思惑とプロジェクトがめざす目標のミスマッチによるものと

思われる。したがって計画立案に際しては関係者との意思疎通とともに、地域や状況にマッチした

現実的な VC を想起することが必要となる。受入側としても研修生の置かれた状況を把握し、それ

に合った研修サポートを行う必要があるだろう。 

 世界人口は今後数十年間増加していくことが予測されているが、そのほぼすべてがアジア、アフ

リカの途上国で起こる。同時にそれら地域では農村地帯から都市への人口シフトによる急激な都

市化が起こることが予測される。また都市化や経済的発展に伴う食生活の変化は 1 人当たりの動

物性たんぱく質の消費を増加させることが知られており、人口の増加とともに乳肉の需要を加速

させることが予想されている。このような畜産物需要の増加には短期的には輸入の増加、長期的に
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は国内生産量の増加によって対応することが考えられるが、対応しだいではさまざまな問題を引

き起こすことが考えられる。例えば拡大しつつある国内市場（フォーマルマーケット）の多くが輸

入畜産物によって占有されてしまった場合、国産品によってその市場を奪い返すことは困難とな

り、国内生産のインセンティブも相対的に下がるであろう。また急激な経済成長を遂げつつあるア

ジア圏の諸国で、畜産物輸入が増加することで、国際価格の高騰を招くことも考えられる。畜産物

の生産国は主に北米、オセアニア、ヨーロッパ（EU）の先進国であり、国際価格の高騰は途上国だ

けではなく多くの畜産物を輸入に依存している日本にとっても少なくない影響を与えると思われ

る。一方で途上国の急激な都市化は農業生産基盤の劣化や、都市における貧困層の増加などにつな

がるおそれがある。よって農畜産物の生産増加とその価値の向上は、需要の増加に対応するだけで

はなく、途上国における農業の主な担い手である小規模農家の生活水準を向上させ、さらに農村部

に新たなる雇用を創出するなど多面的な意義をもつ。それぞれの国や地域に適合した機能的な農

畜産物 VC の構築は急速に発展しつつある東南アジア諸国における喫緊の課題であるといえるだ

ろう。 

 

３－２ 研修コースの改善に向けた提言 

 本研修コースの当初の目的は VCの重要性や可能性を理解し、将来的にそれぞれの国や地域で VC

の構築をオーガナイズできる人材の養成であった。研修員には来日にあたって着手報告書の提出を

求めていたが、内容的には今までにかかわった業務や組織の体制、各国における農畜産の状況につい

てのものであり、VC に関する具体的なイメージや VC への関与の有無は求めていなかった。その結

果研修ではVCに関する一般的な知識や日本におけるさまざまなVCに関する知識は付与することは

できたが、VC立ち上げまでに必要とされる実践的能力の養成までには至らなかった。上述したよう

に研修員には帰国後比較的短時間にそれぞれの所属部署で VC に関連した成果を出すことが求めら

れており、今後の研修にはより具体的かつ実践的な内容を取り入れる必要があると思われる。そのた

めには明確な VC のイメージが共有される必要がある。 

 

３－２－１ 研修における VC定義の明確化 

 VCやサプライチェーン（SC）などの用語は主に製造業の分野で定義され使われてきたものであ

るが、最近では農業分野でも多用されるようになっている。本研修コースでは地域レベルで主に小

規模農家が生産する農畜産物が、市場に到達するまでに加工やパッケージングなどにより価値を

増し、その結果生産、加工、流通、販売、消費にかかわる人々全員に利益がもたらされるような一

連の価値連鎖を VCとして取り扱う。またある VC における副産物が他の VC の利潤を高めるよう

な連携、例えばミルクチェーンにおける副産物である糞尿が肥料として畑作に利用される耕畜連

携などのケースについても取り上げる。将来的には多くの VCが有機的に連携することで多種多様

の価値を生み出し、全体としては安定した農畜産物の供給とそれを基盤とした地域社会の存続が

可能となるような複合的システムの構築を想定している。 

 

３－２－２ 研修コース参加者の選抜 

 VC構築にあたっては VC の構成員や構成要素などについての知識が必要である。よって研修員

には既存の VC、もしくは具体的な計画がある VCにかかわっている者が望ましいと考える。来日

前に VC についての情報やその問題点を把握しておくことで、研修目的がより明確で絞り込まれた
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ものとなると思われる。 

 研修員の候補としては大きく分けて以下の三つのタイプが考えられる。 

 ① 生産現場から VCの構築に関与する人：途上国では農業人口の多くが小規模農家であり、生

産効率や自分が生産した乳や肉の品質に対する意識が低い。今後これらの農家を組織化しセ

ミフォーマル/フォーマル VC へと組み込んでいくためには VC の意義を理解し、それを農家

と共有しながら畜産物の品質・生産性向上に取り組むことができる人材が必要となる。 

 ② 加工・流通現場で農畜産物の価値向上にかかわる人：VC の中核に位置する加工・流通業者

は VC全体のアウトプットを左右する重要な役割を担う。特に規模が大きいフォーマルチェー

ンでは加工業者が全体を統括する司令塔として機能している。今回訪問した屠畜場や乳業会

社では食肉や乳製品 VCの問題点や改善策について有意義な意見交換を行う機会があった。職

員の研修コースへの関心も高く、生産者、流通業者、消費者にも影響力があるこれらの機関か

らの研修生受入れも今後積極的に考えていくべきであろう。 

 ③ 消費者の立場から VC の改善に取り組める人：従来の VC では消費者は商品の選択はできる

が、商品の生産、加工、流通に関与することはほとんどなかった。しかし最近では消費者の意

向が製品開発や生産現場に反映されるようになりつつある。またスマートフォンや SNS の普

及により生産者と遠隔地の消費者がダイレクトにつながる機会も増えつつあり、物だけでは

なくそれが生産される過程の情報が商品の一部として価値をもつようになってきた。東南ア

ジアの大都市圏では経済的に余裕があり、高品質の食品を求める消費者が急増しつつある。今

後これらの消費者と生産者を情報や交流でつなぐことで VC に新しい価値基準をつくり出す

ことが可能だと思われる。 

 

３－２－３ 研修コースの構成 

 VCの規模や整備状態はそれぞれの国や地域によって大きく違う。一方で基本的な構造や関係者

の構成では共通点が多い。また VCはその発展段階で似たような推移をたどる。本コースではこれ

らの共通点を足がかりに、さまざまな規模や整備段階にある VCに光を当てる。日本有数の畜産・

畑作地帯である十勝の特性を生かし、主に乳肉の生産から消費までの VCを中心に、畑作との連携

や副産物・廃棄物の有効利用など関連分野も取り入れることで複合的な VCの構築に役立つノウハ

ウを涵養する。またワークショップやディスカッションを通してそれぞれの国、地域の問題を共有

し、アイデアを出し合うことで問題解決に役立てる。 

 コースの内容としては以下のようなものが考えられる。 

・世界情勢と地域農畜産業：地域の農畜産業とその VC は世界情勢によって大きな影響を受け

る。今後予測される危機に対処し機会を利用するためには世界情勢の把握が重要である。 

・問題解決のための手法：問題をシステマティックに解決するための PCM などの技術を学ぶ。 

・乳肉 VC：さまざまな形態の乳肉 VC（生産、加工、流通、販売）とそれをサポートする組織

（農協など）の実態を学ぶ。研修コースの中核。 

・複合的 VC：農産物残渣や産業廃棄物の飼料化、糞尿の肥料化とバイオマスの利用、食育、観

光農場など VCを側面から支え、価値を向上させる取り組みについて学ぶ。 

 

３－３ 団長所感 

 今回のインドネシア、ミャンマー視察は私にとっては 10 年近く前にやはり JICA のフォローアッ
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プで訪れたタイに次ぐアジアの国であり、急速に発展していく東南アジアの状況を垣間見る良い機

会となった。先進国の都会に勝るとも劣らない大都市中心部の高層建築と路地に小さな露天商が所

狭しと並ぶ周辺部の風景は、戦後の復興から高度経済成長期にかけての日本がこのようであったの

ではないかと思わせるものがあり、特に後者や農村部の風景は実体験がないにもかかわらず不思議

と郷愁をそそるものであった。都心部のスーパーマーケットと伝統的な市場に行く機会があったが、

全く異なる VCが並存している様からは VC整備の難しさを感じた。現地の人々の多くが伝統的な市

場を利用しており、今後どのように変わっていくのか、あるいは変えていくべきなのか興味あるとこ

ろである。世界中どこでも判で押したように同じで味気ないスーパーマーケットに比べ、伝統的な市

場は人間臭く活気にあふれていた。VCの改善にあたっては効率や衛生面だけではなく、長年人々が

慣れ親しんだ生活感が失われないような工夫が必要だと思われる。 

 今回の視察で特に印象深かったことは、両国ともに政府機関をはじめ、大学や現場の獣医師などで

女性の比率が高かったことである。特にミャンマーで訪問した獣医大学では学生の約 3/4、学長をは

じめとする教職員の多くが女性だった。理由としては公務員や大学教員の給与が低く、男性にとって

はあまり魅力的な職場ではないからとのことであった。これ自体は今後改善が望まれるところだが、

食料の VC にかかわる人々の多くが女性であることは VC の質の向上にプラスに働くかもしれない。

帯広畜産大学でも近年女子学生の比率が 6 割を超えて増加しつつある。21 世紀の半ばにはアジアが

世界の経済を牽引することになるとのことだが、それを支えるのは女性かもしれない。 

 ジャカルタやヤンゴンでは交通渋滞が危機的なレベルに達していた。大都市であるにもかかわら

ず信号が非常に少ないことや公共交通が整備されていないことがその原因である。都市圏の交通イ

ンフラの不備は VC整備に際しても大きな問題となる。現に隣接する西ジャワ州からの野菜の流通で

は 1 割が運搬中に悪くなり廃棄されるという。ジャカルタでは日本の援助で地下鉄の建設が進んで

いたが、高速鉄道よりもこちらを優先すべきではないかと感じた。ジャカルタは近い将来東京首都圏

を追い越して世界で一番人口が多い都市圏になることが予測されている。その規模を考えると地下

鉄の路線はあと 20 ほども必要になると思われる。車両や軌道規格、運行システムの統一などによる

コスト削減効果などを考えると、今後も日本が地下鉄建設にかかわる可能性が高い。地下鉄などの交

通網の整備とそれに合わせたイオンなどの郊外型大型店の出店、生産地と消費地を結ぶ VCなどを戦

略的に組み合わせることで都市圏における質の高い物流ネットワークの構築が可能かもしれない。 
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